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〈論文内容の要旨〉
本論文の目的は、教員養成段階において、 PDCA サイクルに基づ、く授業実践力養成のためのカ
リキュラムに関して、その具体的な設計のあり方とそれを開発する方法、ならびにそれを成立さ
せるための基本的要件を明らかにすることにある。
序章「問題の所在と目的」では、日本における教員養成の変遷を踏まえた上で、大学における
教職課程の課題を明らかにした。すなわち、学生に求める具体的な内容やレベルに関して一定の
共通理解が図られていないこと、および養成段階からのライフステージを貫く教師教育にかかわ
る中心軸の存在が不明瞭であることをその課題として指摘した。また教師教育研究の観点からは、
授業理解や教師としてのありように関する研究は一定程度行われてきたものの、授業実践の力量
を向上させる具体的な学習プロセスと、そのための教員養成システムのあり方についての研究が
いまだ不十分な状況にあることを指摘した。これらの研究動向を踏まえ、本章では、授業実践力
を育成するための具体的なプログラムを含む教員養成カリキュラムを研究開発することが喫緊の
課題であることを述べた。
第 1 章「授業実践力の向上と PDCA サイクル」では、養成段階の授業実践にかかわる構成要素
を整理するとともに本研究における授業実践力を定義した。また、米国及び英国の取り組みを分
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析し、米国では養成段階から現職教育段階を通じて基本的な 5 つの中核理念が貫かれ、求める知
識・技術・態度が明示されている点や、英国では教師に求める力量の中でも、とりわけ生徒の多
様性に細やかで即時的な対応を重視している点を確認した。これらの分析結果に基づき、授業実
践力の向上を支える基本構造として PDCA サイクルを位置付け、その質を保証し実効あるものと
するために、「省察」と「自己調整」の概念を重ねることの重要性について論じた。
第 2 章「授業実践力の向上を把握するための方法論」では、授業実践力の向上を把握する評価
方法の確立を目的として、養成段階から採用後の授業及び授業力の高さが認められている教員の
授業を対象に、授業実践力の向上を把握する枠組みを設定し試行的に用いて検討した。計 30 の授
業を対象とした分析を通じて、教授・学習行動、発話分類、ワークシートの分析については、そ
の枠組みが適用可能であることを確認した。
第 3 章 rpDCA サイクルに基づ、く授業実践力育成カリキュラムの実証的検討」では、これまで
の検討を踏まえ、授業実践力の育成に必要な 3 つの役割を規定した。家庭科教員養成課程を対象
に、この規定に対応させた 3 件の基本プログラムを試作し、各プログラムに含む内容や構造につ
いて実証的に検討を行った。その結果、家庭科授業の内容や指導方法の特徴を組み込んだプログ
ラムは、家庭科授業に対する理解を促進していた。また、授業実践力の向上を目的としたプログ
ラムでは、模擬授業経験のみならず課題を認識し改善に取り組む経験をさせることが基本的な教
授技術の習得・向上に寄与していると考察された。また、習得すべき知識・技術の意識化や教育
実習の事前指導との連係が、プログラムの実効性をより高めるように機能することが確認できた。
さらに、家庭科授業を分析的にみる力をつけるためには、児童生徒に対する学習評価の視点とそ
れを支える授業分析の視点とをプログラムの中に組み込むことが要点であると推察された。なお、
実証的な検討を通じて、プログラムの質を保証するために、 PDCA のステップにおいて「省察」
と「自己調整」を重ねる重要性が示唆された。
第 4 章「授業実践力養成カリキュラムの設計」では、家庭科教員養成課程において行われた 3 件
のプログラムの検討を通じて得られた知見を整理し、そのうえで他教科への応用を含めた授業実
践力養成カリキュラムの一般化に向けて考察を行った。3 件のプログラムに共通する要件としては、
プログラムの目的を明確にすること、 PDCA サイクルを基本構造として「省察J 及び「自己調整」
を重ねること、そして学生参加型ですすめ、プログラムの導入段階で目標を意識化させることが
重要なポイントとして抽出された。また、各プログラムについては、「教科固有の特徴(内容や指
導法)を学習者が学ぶ内容と方法に反映すること」、「模擬授業経験の保証と必要な教授技術を自
覚化すること」、「直接的な授業経験の場である教育実習と連係すること」、「授業を客観的・分析
的に把握し自分を重ねて考える経験と焦点化の支援を含むこと」の要件が抽出された。そして、
これらの要件に基づくプログラムの内容と方法に加え、運用上の留意点などを書き込んだ指導用
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資料を作成した。
終章「授業実践力養成カリキュラムの開発と課題」では、これまでの検討で得られた成果と課
題を総括した。成果としては、家庭科という一教科ではあるが授業実践力の育成に向けて実証的
な検討をすすめ、その共通要件を精査することができた。一方、今後の課題としては、家庭科教
員養成課程において教科専門科目との連携性を高める必要があること、また、家庭科以外の教科
での適用に向けては、教科横断的な課題解決能力を養成できるようにプログラムに工夫と改善が
必要なことが確認された。
〈論文審査の結果の要旨〉
わが国における教師教育は、戦前の師範学校への画一的な教育内容への反省もあって、いわゆ
る開放制が理念として採用され、それが今日まで曲がりなりにも継続されてきた。しかし逆にそ
のことが一因ともなって、たとえば昭和 62 年の教育職員養成審議会答申以来、この種の答申が出
されるたびに教員の実践的養成が繰り返し植われてきたが、その「実践的」カリキュラムの具体
的な内容は必ずしも明確で、はなかった。この研究はまさにそうした状況に対して、教員養成にお
けるカリキュラムの具体化に、理論的実証的な一つの望ましいアプローチの在り方を提案したも
のである。本研究の成果は以下の 4 点に集約できる。
第一に養成段階の授業実践にかかわる構成要素を米国及び英国の制度分析などを通して理論的
に整理するとともに、本研究における授業実践力を定義したことである。その結果、授業実践力
の向上を支える基本構造として PDCA サイクルを位置付けることが可能となった。その際、教師
としての自己成長を促す仕組みとして、そのサイクルの中に「省察」と「自己調整」のメカニズ
ムを導入することの重要性が浮き彫りにされた。
第二には授業実践力の操作的定義により授業実践力の向上を把握するための方法論が具体化さ
れたことである。これは実際に教師研修で使われている熟達者としての教師を評価する枠組みを
上の観点から整理改良したものを養成段階に導入することによって実現されている。さらにその
適用可能性に関しては家庭科の実際の授業(計 30) を対象に試行的に用いることによって確認さ
れた。
第三には、以上で得られた基盤にたって、授業実践力の育成に必要な 3 つの段階を同定し、家
庭科教員養成課程を対象に、この段階に対応させた 3 件の基本プログラムを試作し、各プログラ
ムに含む内容や構造について実証的に検討を行ったことである。それは授業の内容や指導方法の
特徴を学習内容及び学習方法として組み込んだプログラム、授業実践力の向上を目的としたプロ
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グラム、学習評価の視点とそれを支える授業分析の視点を明示的に組み込むことによって授業を
分析的に検討する力を修得させるプログラムの 3 件である。プログラムの質を保証するために、
PDCA のステップに「省察」と「自己調整」を重ねる重要性がここでも見いだされた。
最後に、これらの成果を家庭科にとどまらず他の教科に関する教員養成カリキュラムを設計す
る際にも利用できるように、さらに抽象化が試みられたことである。これは、本研究の教科を超
えた適用可能性を示唆する成果ともいえるであろう。
一方で残された課題もいくつか指摘できる。まずここで提案されたプログラムの適用可能性の
限界への考察がやや不足している点である。実践的研究から一般的な方法論を具体化する際に本
質的に避けて通れない課題ではあるが、そのプログラムを成立させている暗黙のルールないし要
件を顕在化させなければ、そのプログラムを利用するカリキュラム設計の普遍性を担保できない。
逆にいえば、そのことによって、プログラム要素のパーツ化がはかれ、本研究で導かれたアプロー
チのさらなる適用可能性が広がるであろう。
もうひとつは PDCA サイクルを回すいわば核として「省察」と「自己調整」の概念を抽出する
に至っているが、その実証と考察において、やや浅い点が惜しまれることである。特に「省察J
については先行研究でも深く論究されている問題でもあるので、より踏み込んだ精査によって、
その成立要件をさらに徴密に考察することが望まれる。
このように今後乗り越えるべき課題は散見されるが、これまで理念的にのみ語られることがほ
とんどで、あった養成段階における教師教育を、「授業実践力」の育成という観点から実証的な方法
論にもとづき具体的なプログラムという形にまで提案できたことは、本研究の教育学へのオリジ
ナルな貢献であると評価できる。
よって、本論文は博士(教育学)の学位論文として合格と認める。
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